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○笠岡市住宅リフォーム助成金交付要綱

平成２４年７月３日

告示第１２６号

改正 平成２５年３月２８日告示第５１号

平成２６年３月３１日告示第６２号

平成２７年３月２７日告示第４７号

平成２８年３月３０日告示第５１号

平成２９年３月６日告示第２９号

平成３１年３月２７日告示第４８号

令和２年３月３１日告示第７９号

令和３年３月１７日告示第２９号

令和４年３月３０日告示第５５号

（趣旨）

第１条 この要綱は，地域経済の活性化を図るとともに，市民の住環境の向上及び良質な

住宅ストックを形成することにより，安全で安心なまちづくりを実現するため，市内建

築事業者を利用して住宅のリフォームを行う者に対し，予算の範囲内で笠岡市住宅リフ

ォーム助成金（以下「助成金」という。）を交付するものとし，その交付に関しては，

笠岡市補助金等交付規則（昭和６０年笠岡市規則第８号）に定めるもののほか，この要

綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。

(1) 個人住宅 自己の居住の用に供する建築物をいう。

(2) 併用住宅 建築物内に個人住宅部分及び店舗，事務所等の個人住宅以外の部分を有

する建築物をいう。

(3) 集合住宅 一の建築物内に複数の個人住宅が集合している建築物をいう。

(4) 住宅 前３号に掲げる建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条又

は第６条の２に規定する確認済証（以下「確認済証」という。）の交付を受けている

建築物に限る。ただし，昭和４６年１月１日前又は都市計画区域外に建築されている

ものについてはこの限りでない。）をいう。ただし，公営住宅を除く。

(5) リフォーム 既存の住宅の維持又は機能の向上のために行う改修，修繕・模様替え，

設備改善等の工事で建築基準法その他の法令に違反しないものをいう。

(6) 施工業者 法人又は個人の建築事業者をいう。
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(7) 居住誘導区域 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１条第２項第

２号に規定する区域で，居住を誘導すべき区域として笠岡市立地適正化計画に定める

区域をいう。

（助成対象者）

第３条 助成金の交付を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は，次の

各号のいずれにも該当する者とする。

(1) 本市に住民登録を有する者又は第５条に規定する助成対象工事の完了までに本市に

住民登録を有することができる者

(2) 助成対象者及び助成対象住宅に居住する世帯の者全員に市税及び税外収入金の滞納

がない者

(3) 笠岡市暴力団排除条例（平成２４年笠岡市条例第１１号）第２条第２号及び第３号

に規定する暴力団員及び暴力団員等でない者

（助成対象住宅）

第４条 助成対象住宅は，助成対象者が所有し，又は所有者がリフォームすることに承諾

しているもので，自己の居住の用に供し，又は供する予定の市内に存するもののうち，

次の各号のいずれかに該当する住宅とする。ただし，集合住宅にあっては，助成対象者

の専有部分のみを，併用住宅にあっては，助成対象者の居住部分のみを助成対象とする。

(1) 昭和５６年５月３１日以前に工事に着手された住宅で，耐震診断若しくは耐震改修

工事を実施し耐震性が確保されているもの，又は確保される予定であるもの

(2) 昭和５６年６月１日以降に工事に着手された住宅

（助成対象工事）

第５条 助成対象となるリフォーム（以下「助成対象工事」という。）は，助成対象住宅

の本体工事で，次の各号のいずれの要件にも該当するものとする。ただし，自然災害，

火災等特別な理由があり市長が適当と認めたときは，この限りでない。

(1) 助成対象工事の施工業者が，法人にあっては，市内に主たる事業所を有する者とし，

個人にあっては，市内に住所を有する者であること。

(2) 助成対象工事に要する経費（消費税及び地方消費税を含む。以下「助成対象経費」

という。）が２０万円以上であること。

(3) 第１１条第２項の規定による助成金の交付決定後に助成対象工事に着手すること。

(4) 助成金交付決定を受けた年度内に工事を完了し，当該年度の末日までに第１４条に

規定する実績報告書を提出することができること。

(5) 市の他の制度による補助又は国，県等の補助を受けていない工事であること。

（助成対象経費）
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第６条 助成対象経費は，助成対象工事を行うために必要な経費であって，市長が適当と

認めるものとする。

（助成金額）

第７条 助成金額は，前条に規定する助成対象経費の１００分の１０を乗じて得た額（そ

の額に１，０００円未満の端数が生ずるときは，これを切り捨てた額）とし，２０万円

を限度とする。

２ 前項の規定にかかわらず，助成対象者が居住誘導区域内で助成対象工事を施工する場

合には，前項の規定により算出した額に５万円を加えた額を助成金額の限度とする。た

だし，この額が助成対象経費に１００分の２０を乗じて得た額を超える場合にあっては，

助成対象経費に１００分の２０を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数が生

ずるときは，これを切り捨てた額）を補助金の額とする。

（助成回数）

第８条 前条に規定する助成金交付は，既にこの要綱による助成金の交付を受けた者及び

助成対象住宅について１回限りとする。

（交付申請）

第９条 助成金交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，笠岡市住宅リフ

ォーム助成金交付申請書に，次に掲げる書類を添付し，市長に申請しなければならない。

(1) 見積書の写し等助成対象工事の施工内容及び積算内容を確認できるもの

(2) 助成対象工事を施工する住宅の位置図

(3) 助成対象工事を施工する箇所の写真及び図面

(4) 市税及び税外収入金の納付状況並びに建築確認の履歴及び助成対象住宅の納税義務

者等確認の調査を認める同意書（以下「同意書」という。）

(5) 申請者及び助成対象住宅に居住する世帯の者全員の住民票（発行から３箇月以内の

もの）

(6) 助成対象工事を施工する住宅の確認済証又は建築基準法第７条第５項又は第７条の

２第５項の規定による検査済証の写しその他の工事着手時期が推測できる書類

(7) 昭和５６年５月３１日以前に工事に着手された住宅の場合，耐震診断若しくは耐震

改修工事を実施し耐震性が確保されていること，又は確保される予定であることを証

する書類

(8) 賃貸借契約によって自己の居住の用に供する住宅にあっては所有者の同意

(9) 助成対象工事に係る確認済証の写し（建築基準法の規定により建築物の建築等に関

する申請及び確認が必要なリフォーム工事に限る。）

(10) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類
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（耐震リフォームの特例）

第１０条 笠岡市木造住宅耐震改修事業費補助金交付要綱（平成２１年笠岡市告示第２９

号）による耐震改修工事を合わせて実施する場合（前条の規定による申請と同時に，同

要綱第４条に規定する交付申請書を提出し，同要綱第５条に規定する交付決定通知書に

よる通知を受け，かつ，同要綱第１０条の規定による確定通知書による通知を受ける見

込みの者に限る。以下「耐震リフォーム」という。）においては，第８条の規定にかか

わらず，助成金の交付を受けることができる。ただし，既に耐震リフォームによる助成

金の交付を受けた者又は助成対象住宅は，助成の対象としない。

２ 前項の規定により，助成金の交付を受けようとする場合にあっては，次の表の左欄に

掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は，それぞれ同表右欄に掲げる字句に読み替えて適

用する。

（交付決定）

第１１条 市長は，第９条の規定による申請があったときは，その内容を審査の上，助成

の適否を決定するものとする。

２ 市長は，前項の規定に基づき助成金交付を決定したときは，笠岡市住宅リフォーム助

成金交付決定通知書により申請者に通知するものとする。

（変更申請）

第１２条 前条の規定による助成金の交付決定通知を受けた者が，助成対象工事の内容を

変更しようとするときは，笠岡市住宅リフォーム助成金変更承認申請書を市長に提出し，

その承認を受けなければならない。ただし，助成金交付決定額に変更を生じない軽微な

変更については，この限りでない。

（変更承認及び変更交付決定）

第１３条 市長は，前条の申請を承認したときは，笠岡市住宅リフォーム助成金変更承認

通知書により申請者に通知するものとする。

２ 市長は，前項の承認をする場合において，助成金額に変更が生じたときは，第７条各

項の規定にかかわらず，第１１条第２項の助成金交付決定通知書の助成金額の範囲内に

おいて承認することとし，同項に規定する様式を準用し，申請者に通知するものとする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第５条第２号 ２０万円 １００万円

第７条第１項 １００分の１０ １００分の５０

２０万円 ７０万円

第７条第２項 ５万円 １０万円

１００分の２０ １００分の６０
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（実績報告）

第１４条 申請者は，助成対象工事が完了したときは，速やかに笠岡市住宅リフォーム助

成事業実績報告書に，次の各号に掲げる書類を添付し，市長に提出しなければならない。

(1) 請求明細書の写し等助成対象工事の施工内容及び積算内容を確認できるもの

(2) 領収書の写し等助成対象工事に係る代金の支払を確認できるもの

(3) 助成対象工事を実施した箇所の着工前及び完了後の写真

(4) 前３号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類

（助成金の確定）

第１５条 市長は，前条の実績報告書の提出があったときは，その内容を審査するととも

に，必要に応じ現地調査等を行い，第１１条第２項の助成金交付決定通知の助成金額の

範囲内において，助成金額を確定し，笠岡市住宅リフォーム助成金確定通知書により申

請者に通知するものとする。

（助成金の請求）

第１６条 申請者は，前条の助成金確定通知を受けたときは，速やかに笠岡市住宅リフォ

ーム助成金交付請求書を市長に提出しなければならない。

（助成金の取消し等）

第１７条 市長は，申請者が次の各号のいずれかに該当するときは，助成金の交付決定の

全部又は一部を取り消すことができるものとする。

(1) 助成金の申請に関し，偽りその他不正な行為があったとき。

(2) この要綱に定める助成金の対象要件を欠くに至ったとき。

(3) その他市長が必要と認めたとき。

２ 市長は，前項の規定により助成金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合におい

て，既に助成金が交付されているときは，笠岡市住宅リフォーム助成金返還命令書によ

り期限を定めて助成金の全部又は一部の返還を命じることができる。ただし，市長がや

むを得ない理由があると認めるときは，この限りでない。

３ 前項の規定により返還命令を受けた者は，命令を受けた日から６０日以内に返還命令

額を返還しなければならない。

（その他）

第１８条 この要綱に定めるもののほか，実施に関し必要な事項は，市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は，平成２４年９月１日から施行する。

（失効）
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２ この要綱は，令和５年５月３１日限り，その効力を失う。

（失効に伴う経過措置）

３ 前項の規定にかかわらず，令和５年５月３１日までに交付された助成金については，

第１６条の規定は，この要綱の失効後も，なおその効力を有する。

附 則（平成２５年３月２８日告示第５１号）

この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年３月３１日告示第６２号）

この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年３月２７日告示第４７号）

（施行期日）

１ この要綱は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第７条の規定は，平成２７年４月１日以降に行う助成金の確定から適用し，

同日前に助成金の確定を行った助成金額については，なお従前の例による。

附 則（平成２８年３月３０日告示第５１号）

改正 令和２年３月３１日告示第７９号

（施行期日）

１ この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の笠岡市住宅リフォーム助成金交付要綱（以下「新要綱」という。）第７条の

規定は，平成２８年４月１日以降に行う助成金の確定から適用し，同日前に助成金の確

定を行った助成金額については，なお従前の例による。

附 則（平成２９年３月６日告示第２９号）

この要綱は，公布の日から施行し，平成２８年６月１２日から適用する。

附 則（平成３１年３月２７日告示第４８号）

改正 令和２年３月３１日告示第７９号

（施行期日）

１ この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の笠岡市住宅リフォーム助成金交付要綱（以下「新要綱」という。）第７条の

規定は，平成３１年４月１日以降に行う助成金の確定から適用し，同日前に助成金の確

定を行った助成金額については，なお従前の例による。

附 則（令和２年３月３１日告示第７９号）
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この要綱は，公布の日から施行する。

附 則（令和３年３月１７日告示第２９号）

この要綱は，公布の日から施行する。

附 則（令和４年３月３０日告示第５５号）

（施行期日）

１ この要綱は，令和４年７月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の笠岡市住宅リフォーム助成金交付要綱（以下「新要綱」という。）各条の規

定は，施行日以降の交付申請から適用し，同日前における交付申請に係る助成金の交付

決定等一連の手続については，なお従前の例による。


